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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
搬送ローラ（１）、特に互いに平行に向いていて離隔された端面側の２個のフランジ（２
，３）と、中間に位置する中央部材（４）と、フランジ（２，３）と中央部材（４）の中
心を通過する貫通穴（６）とを備えたローラ（１）によって、物体、特にハンガーに懸吊
された衣服を、搬送軌道に沿って搬送するための装置であって、前記中央部材（４）が周
辺部の少なくとも１個の環状の外周部分（１５）を備え、この外周部分が両フランジに関
係なく独立して回転可能であり、外周部分（１５）が搬送軌道に載置されて回転する際に
、両フランジ（２，３）が回転に関係なく静止状態にあり、搬送すべき物体のためのフッ
ク状の支持要素（８）が貫通穴（６）を通過し、その自由端がこの貫通穴から突出してい
る、装置において、
搬送軌道（４１）が上面に搬送ローラ用軌道（６７）を有する固定されたローラウェブ（
６９）を備え、このローラウェブ上に搬送ローラ（１）が乗り、搬送ローラの両フランジ
（２，３）がローラウェブ（６９）を側方から取り囲み、搬送ローラの外周部分（１５）
が搬送ローラ用軌道（６７）に係合していることと、櫛状の搬送機構（７４）が、少なく
とも突出するフランジ（２，３）の厚さに対応してローラウェブから側方に離隔されて、
ローラウェブに沿って案内され、搬送機構の間隙がフック状の支持要素（８）の自由端を
係合させるように採寸されていることを特徴とする装置。
【請求項２】
　櫛状の搬送機構（７４）が搬送軌道（４１）に対して平行に延びるリンクチェーン（７
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３）に連結されていることを特徴とする請求項１記載の装置。
【請求項３】
櫛状の搬送機構（７４）が互いに規則的な間隔をおいて設けられた駆動ピン（７５，７６
）の形をした歯を含み、この歯が搬送ローラ（１２）の貫通穴に対して垂直にかつ搬送ロ
ーラ用軌道（６８）に対して垂直に延びていることを特徴とする請求項２記載の装置。
【請求項４】
ローラウェブ（６９）が搬送機構（７４）を案内する成形レール（６３）の一部を形成し
ていることを特徴とする請求項１，２　または３記載の装置。
【請求項５】
成形レール（６３）がほぼＣ字形の横断面を有し、Ｃ字形成形レール（６３）の上向きの
エッジが搬送ローラ用軌道（６７）を形成していることを特徴とする請求項４記載の装置
。
【請求項６】
櫛状の搬送機構（７４）の歯（７５，７６）が、互いに向き合ったＣ字形成形レール（６
３）のエッジの間の隙間（６５）を完全に覆っていることを特徴とする請求項５記載の装
置。
【請求項７】
装置が傾斜区間を有する搬送軌道（４１）への搬送ローラ（１，１′，１″，１′″）の
供給個所または送り込み個所（４２）を備え、この傾斜区間が側方から搬送軌道（４１）
に合流し、かつ上側に搬送ローラ用軌道（６８）を有する固定されたローラウェブ（７０
）を備え、このローラウェブが搬送軌道のローラウェブ（６９）に合流し、搬送ローラが
重力の作用によって搬送軌道（４１）に搬送される傾斜区間内に、搬送ローラ（１，１′
，１″，１′″）を拘束するための装置が設けられ、この搬送ローラが、供給個所（４２
）における搬送機構（７４）の間隙すなわち隙間空間（７８）に合わせておよびそれぞれ
の搬送ローラがこの間隙に入るまでの時間を考慮して解放可能であることを特徴とする請
求項１～６のいずれか一つに記載の装置。
【請求項８】
拘束装置（８４～８７）が、そこに達する多数の搬送ローラを分離して解放するように設
計されていることを特徴とする請求項７記載の装置。
【請求項９】
拘束装置（８４～８７）が先行する搬送ローラ（１）を解放するための１本の拘束ピン（
８４）と、後続の搬送ローラ（１′，１″，１′″）を拘束するための他の拘束ピン（８
５）を備え、拘束ピン（８４，８５）が、それぞれの搬送ローラの前の拘束位置と、それ
ぞれの搬送ローラとの係合を解除する解放位置との間でその縦軸線方向に移動可能である
ことを特徴とする請求項８記載の装置。
【請求項１０】
拘束ピン（８４，８５）が傾斜区間の搬送ローラ用軌道（６８）に対してほぼ垂直に移動
可能であることを特徴とする請求項９記載の装置。
【請求項１１】
搬送軌道（４１）がそれから分岐された、傾斜区間を有する少なくとも１つの送り出し個
所または投下ライン（４４）を備え、この傾斜区間が上側に搬送ローラ用軌道を有する固
定されたローラウェブを備え、搬送ローラがこの搬送ローラ用軌道上を重力の作用によっ
て集合個所へ搬送され、送り出し個所（４４）が転轍器（８９，９０，９３）を備え、貫
通穴（６）を通過するフック状の支持要素（８）の自由端の係合を解除して搬送ローラを
送り出し個所の傾斜区間に移送するために、前記転轍器が選択的に搬送軌道（４１）上に
位置調節可能であることを特徴とする請求項１～１０のいずれか一つに記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、請求項１の前提部分に記載した、物体、特にハンガーに懸吊された衣服を搬送
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するための装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
このような装置は、搬送ローラによって搬送軌道に沿って物体を搬送する。この搬送ロー
ラは互いに平行に向いていて離隔された端面側の２個のフランジと、中間に位置する中央
部材と、フランジと中央部材の中心を通過する貫通穴とを備えている。この場合、中央部
材が周辺部の少なくとも１個の環状の外周部分を備え、この外周部分が両フランジに関係
なく独立して回転可能であり、外周部分が搬送軌道に載置されて回転する際に、両フラン
ジが回転に関係なく静止状態にあるように、両フランジが互いにかつ外周部分に連結され
、搬送すべき物体のためのフック状の支持要素が貫通穴を通過し、その自由端がこの貫通
穴から突出している。
【０００３】
前述の搬送装置の搬送ローラは欧州特許出願公開第１０１３５６９号公報（Ａ１）によっ
て知られており、少なくとも２個の搬送ローラの停滞時に、発生するスリップ作用が回避
されるように形成されている。
【０００４】
【発明が解決しようとする課題】
本発明の課題は、簡単な手段によって、搬送軌道への搬送すべき物体の確実な搬送がを保
証する、請求項１の前提部分に記載した種類の物体を搬送するための装置を提供すること
である。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
この課題は、請求項１の特徴によって解決される。本発明の有利な実施形が従属請求項に
記載されている。
【０００６】
本発明では、搬送軌道が上面に搬送ローラ用軌道を有する固定されたローラウェブを備え
、このローラウェブ上に搬送ローラが乗り、搬送ローラの両フランジがローラウェブを側
方から取り囲み、搬送ローラの外周部分が搬送ローラ用軌道に係合していることと、櫛状
の搬送機構が、少なくとも突出するフランジの厚さに対応してローラウェブから側方に離
隔されて、ローラウェブに沿って案内され、搬送機構の間隙がフック状の支持要素の自由
端を係合させるように採寸されている。
【０００７】
このような搬送ローラ運動は、搬送ローラ用搬送手段を櫛状の搬送機構の形に簡単に形成
することを可能にする。この搬送機構は搬送軌道に沿って移動可能であり、搬送すべき品
物のためのフック状支持要素の自由端が搬送ローラを一緒に駆動するために搬送機構の間
隙に収容可能である。
【０００８】
櫛状の搬送機構が搬送軌道に対して平行に延びるリンクチェーン、特に駆動装置の側方弓
形チェーンに連結されていると有利である。
【０００９】
櫛状の搬送機構は好ましくは互いに規則的な間隔をおいて設けられた駆動ピンの形をした
歯を含み、この歯が搬送ローラの貫通穴に対して垂直にかつ搬送ローラ走行軌道に対して
垂直に延びている。それによって、フック状支持要素の自由端を確実に係合させるための
できるだけ高い隙間空間を提供することができる。
【００１０】
本発明の特に有利な実施形では、搬送ローラ用軌道を提供するローラウェブが搬送機構を
案内する成形レールの一部として形成されている。
【００１１】
この成形レールは好ましくはほぼＣ字形の横断面を有し、Ｃ字形成形レールの上向きのエ
ッジが搬送ローラ用軌道を形成している。
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【００１２】
櫛状の搬送機構の歯は好ましくは、上側と下側を画成する隙間空間を提供するために、互
いに向き合ったＣ字形成形レールのエッジの間の隙間を完全に覆っている。それによって
、搬送ストローク運動全体にわたって、フック状支持要素の自由端、ひいては搬送ローラ
の確実な保持が行われる。
【００１３】
本発明の有利な実施形では、装置が傾斜区間を有する搬送軌道への搬送ローラの供給個所
または送り込み個所を備え、この傾斜区間が側方から搬送軌道に合流し、かつ上側に搬送
ローラ用軌道を有する固定されたローラウェブを備え、このローラウェブが搬送軌道のロ
ーラウェブに合流し、搬送ローラが重力の作用によって搬送軌道に搬送される傾斜区間内
に、搬送ローラを拘束するための装置が設けられ、この搬送ローラが、供給個所における
搬送機構の間隙または隙間空間に合わせておよびそれぞれの搬送ローラがこの間隙に入る
までの時間を考慮して解放可能である。
【００１４】
この送り込み個所においてあるいは一般的に搬送軌道に合流する転轍器の場合には、搬送
機構の間隙順序がそれぞれの転轍器のタクト時間に合わせられている。そのために、例え
ば歯車の形をした適当なタクト発生器（クロックジェネレータ）が設けられている。この
タクト発生器は櫛状の搬送機構の間隙あるいはその離隔された歯を検出し、転轍器を適当
に同期制御する。
【００１５】
搬送軌道への搬送ローラの上記送り込み個所において、拘束装置は好ましくは、先行する
搬送ローラを解放するための１本の拘束ピンと、後続の搬送ローラを拘束するための他の
拘束ピンを備え、拘束ピンが、それぞれの搬送ローラの前の拘束位置と、それぞれの搬送
ローラとの係合を解除する解放位置との間でその縦軸線方向に移動可能である。拘束ピン
は好ましくは傾斜区間の搬送ローラ用軌道に対してほぼ垂直に移動可能である。
【００１６】
本発明では更に、搬送軌道がそれから分岐された、傾斜区間を有する少なくとも１つの送
り出し個所または投下ラインを備え、この傾斜区間が上側に搬送ローラ用軌道を有する固
定されたローラウェブを備え、搬送ローラがこの搬送ローラ用軌道上を重力の作用によっ
て集合個所へ搬送され、送り出し個所が転轍器を備え、貫通穴を通過するフック状の支持
要素の自由端の係合を解除して搬送ローラを送り出し個所の傾斜区間に移送するために、
前記転轍器が選択的に搬送軌道上に位置調節可能である。
【００１７】
【発明の実施の形態】
次に、図に基づいて本発明を例示的に詳しく説明する。
【００１８】
物体を搬送するための装置の本発明による搬送原理が、固定された複数の側方部分と回転
可能な環状部分を有する特別に形成された搬送ローラに基づいているので、例えば欧州特
許出願公開第１０１３５６９号公報（Ａ１）に詳しく記載されているこの搬送ローラを、
次に図７，８，９に基づいて詳細に説明する。これらの図において、同じ機能を有する同
一部品には同じ参照符号が用いられている。
【００１９】
図７，８において、搬送ローラ１は互いに平行である端面側の円板状の２個の外側のフラ
ンジ２，３、すなわち上記において固定された複数の側方部分と称した要素と、その間に
設けられた中央部材４、すなわち上記において回転可能な環状部分と称した要素とからな
っている。所属の中心軸線５に沿って貫通穴６が設けられている。この貫通穴内には選択
的に保持部材７が設けられている。搬送ローラ１はその貫通穴６を介して弓形の支持要素
すなわちハンガーのハンガーフック８に連結される。当該の搬送装置においてこのハンガ
ーで衣服が搬送される。そのために、搬送ローラ１の中央部材４は次に詳しく説明する搬
送装置の搬送軌道のローラウェブに載っている。搬送軌道が傾斜している場合、搬送ロー
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ラ１の運動が可能である。
【００２０】
図８から判るように、衣服ハンガーフックの形をした支持要素８はそれぞれ保持部材７の
端面側の端部に載っている。保持部材７は中空円筒状のブッシュである。このブッシュの
端部範囲はそれぞれリベット止め部２４，２５によって外側に曲げられている。
【００２１】
搬送ローラ１の内部構造は図７，８から容易に判らない。従って、搬送ローラ１の断面が
図９に示してある。第１のフランジ３と第２のフランジ２の間にある中央部材４は、第２
のフランジ２の方に向いていて片側が延長した、円板状の第１のフランジ３の環状ウェブ
１１を備えている。この環状ウェブは統一された直径の貫通穴６としての中央の穴を有す
る。環状ウェブ１１は第１のフランジ３におけるその連結部から、中心軸線５に対して垂
直に平らに切断されたその自由範囲２０まで、外面がやや傾斜している。環状ウェブ１１
のやや傾斜した外面は同時に、ころがり軸受の転動体１３，１４のための内側軸受面１２
である。機能する１個のころがり軸受のためには一般的に多数の転動体が必要である。内
側軸受面１２は中央に、周方向に延びる溝状の凹部１８を備えている。この凹部は転動体
１３，１４の外面に適合し、この凹部内で転動体１３，１４が移動可能である。外側リン
グの形をした回転可能な周方向部材１５は、内側軸受面１２から半径方向に離隔されて、
転動体１３，１４を外側から取り囲み、そして中心軸線５に対して垂直に曲がっている円
板状の側壁２１を備えている。この側壁は環状ウェブ１１の小径側にある。外側リング１
５は特に組立て上の理由から、環状ウェブ大径の側、すなわち第１のフランジ３の側が好
ましくは開放している。外側リング１５は、第１と第２のフランジ３，２の内面２３，２
２に対して、それぞれスリットを生じる小さな遊び１６，１７を備えている。外側リング
１５はその軸方向内側軸受面１０に、同様に周方向に延びる溝状の凹部１９を備えている
。この凹部は同様に、転動体１３，１４の表面に適合している。
【００２２】
環状ウェブ１１の平らに切断された自由端範囲２０に対して、円板状の第２のフランジ２
が保持部材７によって固定保持されている。この保持部材７は強固なリベット止め部２４
，２５によって第２のフランジ２を環状ウェブ１１の端範囲２０に押し付けている。中空
円筒状の保持部材７によって通路２６が形成され、この通路内に衣服ハンガーのフック８
が挿入され、図８に示したフック８の位置が保たれるように深く挿入されている。
【００２３】
最も簡単な場合には（図７，８）、第２のフランジ２がバーコード３７を備えている。
【００２４】
図９において、円板状の第２のフランジは穴状の凹部２７，２８を備えている。この凹部
内には、図７，８に示したバーコード３７の代わりに、電気的および電子的な構成要素を
有する符号化装置（図示していない）を固定することができる。符号化装置は例えば半径
方向にまたは円状に配置された磁気的およびまたは容量性の誘導装置あるいはフランジ材
料と異なる材料のピンを備えることができる。それによって、記憶された情報を読み取る
ことができる。凹部２７，２８は環状溝であってもよい。この環状溝内で、電気的な構成
要素をＲＯＭメモリモジュールおよびまたはＲＡＭメモリモジュールに連結して挿入保持
することができる。
【００２５】
図７～９から明らかなように、搬送ローラ１において、中央部材は４個、換言すると少な
くとも１個の周辺部の環状外周部分１５を備えている。この外周部分は両フランジ２，３
に関係なく独立して回転可能である。この場合、外周部分１５が搬送軌道に載置されて回
転すると共に、両フランジ２，３が回転に関係なく静止状態にあるように、両フランジ２
，３は相互にかつ外周部分１５に連結されている。特にハンガーに懸吊された衣服を搬送
するための、次に説明する搬送装置の本発明による構成は、搬送ローラの上記構造に基づ
いている。固定された外側要素と回転する内側要素を備えたこの搬送ローラは特に、搬送
ローラに対して搬送手段すなわちスライド装置を直接的に作用させることを可能にする。
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次に、図１～６に基づいて搬送装置を説明する。
【００２６】
図１，２は、特にハンガーに懸吊した衣服のための本発明による搬送装置の２つの実施の
形態を概略的に示している。この場合、図１の装置は１段式仕分けのためのものであり、
装置２は２段式仕分けのためのものである。
【００２７】
図１に示した搬送装置は、開放した円に沿って案内される搬送軌道４１を備えている。こ
の搬送軌道は仕分けされていない品物のための、一端に設けられた供給個所４２と、仕分
けされた品物を排出するための端部４３を備えている。搬送軌道４１の供給個所４２と排
出端部４３の間には、平行な多数の投下ラインが設けられている。この投下ラインのうち
、図１には４個の投下ライン４４～４７だけが示してある。投下ライン４４～４７は入口
側で転轍器４８～５１を介して搬送軌道４１から分岐されている。投下ライン４４～４７
は出口側で転轍器５２～５５を介して搬送軌道４１に新たに接続している。投下ライン４
４～４７はそれぞれ、入口と出口の間において、供給される品物をその重力に基づいて出
口側の転轍器５２～５５に移送するために、傾斜区間を備えている。投下ラインによって
仕分け手段が形成されている。この仕分け手段は１段式と呼ばれる。なぜなら、品物が投
下ラインの１個または複数を１回だけ通過するからである。
【００２８】
これに対して、図２は、品物の２段式仕分けを行う、図１の搬送装置の変形を示している
。複数の投下ラインを有する図１に示した構造に加えて、図２の搬送装置は戻しライン５
６を備えている。この戻しラインは投下ライン４４～４７の下流で入口転轍器５７を介し
て搬送軌道４１に接続されている。戻しライン５６は投下ライン４４～４７の上流でおよ
び供給個所４２の下流で、搬送軌道４１に接続されている。戻しライン５６は同様に品物
を搬送するために、傾斜区間を備えている。この傾斜区間は投下ライン４４～４７の傾斜
区間と反対向きに延びている。
【００２９】
各々の投下ライン４４～４７の終端部には、集合個所すなわち仕切り部５８が形成されて
いる。投下ライン４４～４７を経て供給される品物がこの集合個所によって集められ、再
び搬送軌道４１に適切に送り込み可能である。類似の集合個所６２が戻しライン５６の終
端部に設けられている。
【００３０】
図１または図２の搬送装置の詳細は、装置の供給個所４２の範囲を詳しく示す図３～５か
ら明らかである。
【００３１】
搬送軌道４１は供給個所４２と同様に、ほぼＣ字形の横断面を有する成形レール６３また
は６４を備えている。成形レール６３または６４はＣ字形横断面に基づいて、隙間６５ま
たは６６を除いて、すべての側が閉じている。この隙間はＣ字形の成形レールの互いに向
き合った両エッジによって画成されている。この両エッジのうちの、下側に位置するかま
たは上向きのエッジは、搬送ローラ用の軌道６７または６８として形成されている。従っ
て、軌道６７または６８はローラウェブ６９または７０の上側を形成する。このローラウ
ェブは、間に隙間６５または６８を有する、Ｃ字形の成形レールのの互いに向き合った端
部を形成する。このローラウェブ６９，７０には、図７～９に示した搬送ローラ１が乗っ
ている。この搬送ローラのうち、図３～５には、４個の搬送ローラ１，１′，１″，１′
″が示してある。この場合、各々の搬送ローラの中央部材４は軌道６７，６８にころがり
接触し、各々の搬送ローラの側方の定置されたフランジ２，３は両側からかぶさっている
。それによって、それぞれの搬送ローラは側方で案内されている。搬送ローラ１のための
付加的な側方案内はローラウェブ６９，７０に向き合う案内ウェブ７１または７２によっ
て行われる。この案内ウェブはローラウェブ６９，７０に対向する、Ｃ字形の成形レール
６３または６４の端部であり、搬送ローラ１の中央部材４に接触しないで両フランジ２，
３の間に係合する。それによって、ローラウェブ６０，７０と案内ウェブ７１，７２は協
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働して、搬送ローラ１の側方強制案内を行う。従って、搬送ローラは成形レール６３，６
４から側方に出ることができない。搬送ローラは成形レールの隙間６５，６６内で、実質
的に抵抗なしに、すなわちころがり抵抗で軌道６７，６８上を走行することができる。こ
のころがり抵抗に加えて、搬送ローラに懸吊された走行品物が側方に揺動するときには、
両フランジ２，３とウェブ６９～７２の間に接触抵抗が短時間発生する。
【００３２】
リンクチェーン７３はほぼ水平に延びる搬送軌道４１または成形レール６３上で搬送ロー
ラを搬送する働きをする。このリンクチェーンは走行方向において離隔されたスプロケッ
トを介して、成形レール６３の外側で（図示のように）あるいは内側で案内され、図示し
ていない電動機駆動装置を介して駆動される。
【００３３】
リンクチェーン７３の走行は櫛状の搬送機構７４によって搬送ローラに伝達される。この
搬送機構は成形レール６３内でその隙間６５に沿って延びている。櫛状の搬送機構は図示
していない連結手段によってリンクチェーン７３に連結されている。このリンクチェーン
は成形レール内に配置され、リンクチェーン７３が外側に設けられている場合には、隙間
６５の反対側で成形レール６３の図示していないスリットを通過している。櫛状の搬送機
構７４の歯は、隙間６３内を走行する搬送ローラの貫通穴６に対して垂直におよび搬送ロ
ーラの軌道６８に対して垂直に延びている。図示した実施の形態では、櫛状の搬送機構の
歯は、例えば衣服ハンガーの形をした品物保持部材７のフック状の支持要素６の自由端部
のための均一な間隔をおいて設けられた駆動ピンとして形成されている。歯または駆動ピ
ン（図３～５には２本の駆動ピンが参照符号７５，７６によって示してある）の中間空間
すなわち隙間空間７８と、この空間の高さは、支持要素の自由端が供給個所４２から来て
この空間７８内に入ることができ、そしてそれぞれの搬送ローラおよびそれに懸吊された
品物と共に移動させられるように選定されている。その際、成形レールの内側に向いた搬
送ローラのフランジ２または３は、搬送ローラの特殊な構造に基づいて、収容隙間空間を
決定する少なくとも両駆動ピン７５，７６に係合する。その際、搬送運動中、この両部材
の間に相対運動と、それに伴う摩擦は発生しない。というのは、図７～９に基づいて説明
したように、このフランジが固定され、搬送ローラのローラ機構のローラ運動を行わない
からである。
【００３４】
次に、図３，４に基づいて、供給個所４２から搬送軌道４１への搬送ローラの走入を説明
する。
【００３５】
供給個所４２は前述のように、成形レール６３に一致するＣ字形横断面を有する成形レー
ル６４によって形成されている。成形レール６４は少なくとも供給個所４２の範囲に、す
なわち成形レール６４が側方から成形レール６３に合流している場所に、傾斜区間を備え
ている。この傾斜区間の最も低い個所は、成形レール６３への成形レール６４の合流部に
ある。この傾斜区間に基づいて、成形レール６４の他端でこの成形レールに供給された搬
送ローラは、それに懸吊された衣服ハンガーと共に、重力の作用により傾斜区間を移動す
る。櫛状の搬送機構７４の所定の隙間空間７８が成形レール６３への成形レール６４の合
流個所に達するときに、搬送ローラ１～１′″が互いに分離されて適当な時点で搬送軌道
４１または成形レール６３に供給されるようにするために、拘束装置が合流個所の手前の
供給個所４２に形成されている。この拘束装置は２本の拘束ピン８４，８５を備えている
。この拘束ピンは成形レール６４の縦延長方向に間隔をおいて並べて配置されている。拘
束ピン８４，８５はそれ自体公知のごとく、その軸方向位置を駆動シリンダ８６，８７に
よって調節可能である。この駆動シリンダによって、拘束ピン８４，８５はそれぞれの搬
送ローラの前の位置に選択的に摺動可能である。
【００３６】
図３において、成形レール６４の搬送方向において前側の拘束ピン８４は、先行する搬送
ローラ１の前にあるので、この搬送ローラは拘束ピン８４に接触する。一方、後側の拘束
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ピン８５はこの搬送ローラ１の後側において次の搬送ローラ１′の前に位置している。そ
れによって、先行する搬送ローラ１は後続の搬送ローラ１′，１″および１′″から既に
切り離され、搬送ローラ１′は後側の拘束ピン８５によって拘束され、その次の搬送ロー
ラ１″，１′″は互いに接触しかつ搬送ローラ１′に接触している。
【００３７】
図３の位置から出発して次に、図３において隠れて見えない拘束ピン８２ａが成形レール
６３への成形レール６４の合流部のすぐ手前に位置するときに、前側の拘束ピン８４が搬
送ローラ１の前のその位置から後退させられる。そのために、リンクチェーン７３の走行
は、リンクチェーン７３と協働する同期歯車７９によって、詳しく図示していない方法で
、前側の拘束ピン８４用の駆動シリンダ８６の操作と同期させられる。この場合、解放さ
れた搬送ローラ１が拘束ピン８４の繰り出し時のその拘束位置から、成形レール６３への
成形レール６４の合流個所まで走行するために必要な時間を考慮して、同期が行われる。
内方に（成形レール６３の内側に）向いていて搬送ローラの貫通穴６から突出したフック
状の支持要素８の自由端が、合流個所にある搬送機構７４の隙間空間７８に係合する。従
って、搬送ローラは支持要素によって一緒に動かされる。
【００３８】
次に、図５に示すように、他の搬送ローラ１″″が走入し、互いに接触する搬送ローラ１
′，１″，１′″，１″″の最後の搬送ローラを形成する。後側の拘束ピン８５が引っ込
んだ後で、先行するローラ１′は新たに繰り出された拘束ピン８４に接触する。先行する
搬送ローラ１′を分離するために、後側の拘束ピン８５が再び繰り出され、最初に図３に
示した先行する搬送ローラの分離が前述のように新たに行われる。
【００３９】
例えば投下ライン４４～４７から搬送軌道４１への移行部においても、搬送装置が供給個
所に類似するように形成されている。この移行部には場合によっては転轍器５２～５５が
供給個所４２の成形レール６４に対応して形成されている。
【００４０】
図６は搬送軌道４１から図１または２の投下ラインの一つ、例えば投下ライン４４への案
内個所を示している。投下個所４４は、搬送軌道に合流する成形レール６４に類似して湾
曲した成形レール８８を備えている。この成形レール８８は同様に、搬送軌道を形成する
成形レール６３に合流している。しかし、成形レールは搬送ローラとそれに懸吊された品
物を搬送軌道４１から外に案内する働きをする。各々の搬送ローラが成形レール６３から
成形ローラ８８に移送されないので、この両成形レール６３と６８の間には１個の転轍器
が形成されている。この転轍器は成形レール６３に揺動可能に枢着されたローラウェブ区
間８９と、成形レール６３に揺動可能に枢着された案内ウェブ区間９０とからなっている
。ローラウェブ区間８９は内側に揺動した状態で成形レール６３のローラウェブ６９の一
部を形成し、案内ウェブ区間９０は内側に揺動した状態で成形レール６３の案内ウェブ７
１の一部を形成している。外側に揺動した状態で、あるいは搬送ローラが成形レール６３
から成形レール８８に案内されるように転轍器が調整されるときに、ローラウェブ８９は
ローラウェブ６９を中断し、案内ウェブ区間９０は案内ウェブ７１を中断し、転轍器のこ
の区間８９，９０は外側に揺動した状態で成形レール８８のローラウェブ９１または案内
ウェブ９２に接続する。それによって、転轍器に達する搬送ローラは成形レール８８に案
内される。
【００４１】
Ｃ字形のクランプとして概略的に示した転轍器切換え機構９３が転轍器８９，９０を動か
す役目を果たす。
【００４２】
転轍器上にある搬送ローラが転轍器を出るや否や、搬送ローラは投下ラインの勾配によっ
て重力の作用により、集合個所に搬送される。
【図面の簡単な説明】
【図１】１段式仕分け装置を備えた、ハンガーに懸吊された衣服を搬送するための装置の
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実施の形態を概略的に示す図である。
【図２】２段式仕分け装置を備えた、ハンガーに懸吊された衣服を搬送するための装置の
実施の形態を概略的に示す図である。
【図３】ハンガーに懸吊された衣服を図１または図２の装置の搬送軌道に送り込むための
送り込み個所の実施の形態を示す図であり、先行する搬送ローラが後続の搬送ローラから
分離される状態を示している。
【図４】ハンガーに懸吊された衣服を図１または図２の装置の搬送軌道に送り込むための
送り込み個所の実施の形態を示す図であり、図３に従って分離された搬送ローラの移送を
示している。
【図５】ハンガーに懸吊された衣服を図１または図２の装置の搬送軌道に送り込むための
送り込み個所の実施の形態を示す図であり、先行する搬送ローラを移送した後、次の分離
の開始を示している。
【図６】ハンガーに懸吊された衣服を備えた搬送ローラを、搬送軌道から送り出すための
、図１または図２の装置の送り出し個所を示す図である。
【図７】装置の搬送軌道の搬送ウェブ上にある、図１または図２の装置の搬送ローラを概
略的に示す斜視図である。
【図８】搬送軌道に対して横向きの、図７の搬送ローラの正面図である。
【図９】支持要素、搬送軌道およびバーコードを備えていないで、凹部と保持部材を備え
ている、図１のＩ－Ｉ線に沿った搬送ラインの横断面図である。
【符号の説明】
１　　　　　　　　　　　　　　搬送ローラ
２　　　　　　　　　　　　　　第２のフランジ
３　　　　　　　　　　　　　　第１のフランジ
４　　　　　　　　　　　　　　中央部材
５　　　　　　　　　　　　　　中心軸線
６　　　　　　　　　　　　　　貫通穴
７　　　　　　　　　　　　　　保持部材
８　　　　　　　　　　　　　　支持要素
１１　　　　　　　　　　　　　環状ウェブ
１２　　　　　　　　　　　　　内側走行面
１３　　　　　　　　　　　　　転動体
１４　　　　　　　　　　　　　転動体
１５　　　　　　　　　　　　　外周部分
１６　　　　　　　　　　　　　遊び
１７　　　　　　　　　　　　　遊び
１８　　　　　　　　　　　　　第１の溝状凹部
１９　　　　　　　　　　　　　第２の溝状凹部
２０　　　　　　　　　　　　　自由端範囲
２１　　　　　　　　　　　　　ディスク状側壁
２２　　　　　　　　　　　　　内面
２３　　　　　　　　　　　　　内面
２４　　　　　　　　　　　　　リベット止め部
２５　　　　　　　　　　　　　リベット止め部
２６　　　　　　　　　　　　　通路
２７　　　　　　　　　　　　　凹部
２８　　　　　　　　　　　　　凹部
３６　　　　　　　　　　　　　係止凹部
３７　　　　　　　　　　　　　符号化装置
４１　　　　　　　　　　　　　搬送軌道
４２　　　　　　　　　　　　　供給個所
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４３　　　　　　　　　　　　　排出端部
４４　　　　　　　　　　　　　投下ライン
４５　　　　　　　　　　　　　投下ライン
４６　　　　　　　　　　　　　投下ライン
４７　　　　　　　　　　　　　投下ライン
４８　　　　　　　　　　　　　転轍器
４９　　　　　　　　　　　　　転轍器
５０　　　　　　　　　　　　　転轍器
５１　　　　　　　　　　　　　転轍器
５２　　　　　　　　　　　　　転轍器
５３　　　　　　　　　　　　　転轍器
５４　　　　　　　　　　　　　転轍器
５５　　　　　　　　　　　　　転轍器
５６　　　　　　　　　　　　　戻しライン
５７　　　　　　　　　　　　　転轍器
５８　　　　　　　　　　　　　集合個所
５９　　　　　　　　　　　　　集合個所
６０　　　　　　　　　　　　　集合個所
６１　　　　　　　　　　　　　集合個所
６２　　　　　　　　　　　　　集合個所
６３　　　　　　　　　　　　　成形レール
６４　　　　　　　　　　　　　成形レール
６５　　　　　　　　　　　　　隙間
６６　　　　　　　　　　　　　隙間
６７　　　　　　　　　　　　　軌道
６８　　　　　　　　　　　　　軌道
６９　　　　　　　　　　　　　ローラウェブ
７０　　　　　　　　　　　　　ローラウェブ
７１　　　　　　　　　　　　　案内ウェブ
７２　　　　　　　　　　　　　案内ウェブ
７３　　　　　　　　　　　　　リンクチェーン
７４　　　　　　　　　　　　　搬送機構
７５　　　　　　　　　　　　　駆動ピン
７６　　　　　　　　　　　　　駆動ピン
７８　　　　　　　　　　　　　隙間空間
７９　　　　　　　　　　　　　同期歯車
８４　　　　　　　　　　　　　拘束ピン
８５　　　　　　　　　　　　　拘束ピン
８６　　　　　　　　　　　　　駆動シリンダ
８７　　　　　　　　　　　　　駆動シリンダ
８８　　　　　　　　　　　　　成形レール
８９　　　　　　　　　　　　　ローラウェブ区間
９０　　　　　　　　　　　　　案内ウェブ区間
９１　　　　　　　　　　　　　ローラウェブ
９２　　　　　　　　　　　　　案内ウェブ
９３　　　　　　　　　　　　　転轍器切換え機構
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